
Ⅰ 調査の概要

1 

Ⅰ 調査の概要

１ 調査の目的

 平成 27年 4月 1日からの子ども・子育て支援新制度施行に伴い、放課後児童
クラブの対象児童拡大(小学校 3年生までから 6年生までに)や潜在的な放課後児
童クラブに対するニーズについて、今後の必要量を見込むため、調査を行うもの。

２ 調査項目

未就学児童

平日のお子さんの状況

お子さんの保護者の現在の就労状況

小学校の放課後の過ごし方について

土曜日の放課後児童クラブの利用希望

長期休業期間中の放課後児童クラブの利用希望

日曜・祝日の放課後児童クラブの利用希望

小学校低学年、小学校高学年

お子さんの学年

お子さんの保護者の現在の就労状況

小学校の放課後の過ごし方について

土曜日の放課後児童クラブの利用希望

長期休業期間中の放課後児童クラブの利用希望

日曜・祝日の放課後児童クラブの利用希望

３ 調査設計

 (1) 調査地域 市内 10小学校区（吉備、横井、福田、宇野、大野、第二藤田、
         福島、古都、馬屋下、開成の各小学校区）

※市内小学校は９１校(分校含む）あるが、そのうち児童クラブを行なっている８８校
（８５児童クラブ）がある小学校区を対象とした。

(2) 母 集 団 小学校就学前児童（5歳児-平成 26年度新 1年生）及び市内小
学校 1年生から 6年生までの子どものいる世帯 6,272世帯

 (3) 抽出方法 対象を児童数に応じ大中小に分け、地域(区）配分を考慮し、
10小学校を抽出した。

 (4) 調査方法 a) 新 1年生・・・配布・回収ともに郵送
b) 1～6年生・・・各学校を通して配布、回収（郵送）

 (5) 調査期間 平成 25年 10月中旬～平成 25年 11月中旬
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４ 回収結果

５ 報告書の見方

 (1) 本文及び図中に示した調査結果の数値は百分率（％）で示してある。
これらの数値は小数点以下第２位を四捨五入しているため、全項目の回答比

率の合計が 100.0％とならない場合がある。
 (2) 複数の回答を求めた質問では、回答比率の合計が 100.0％を超えることがあ

る。

 (3) 報告書中の図表では、コンピューター入力の都合上、回答選択肢の表現を短
縮または表現を変えている場合がある。

(4) 報告書中の図表の「n=」という表現はサンプル（有効回答）数を示したもの
である。質問項目によっては対象者が限定されるため、全体のサンプル数と

合わないことがある。

区分 未就学児童 小学校低学年 小学校高学年 全体合計

対象世帯数 985 2,644 2,643 6,272

回収数 557 2,350 2,277 5,184

回収率 56.5% 88.9% 86.2% 82.7%

 小学校低学年・高学年については学校を通して配布、回収を行ったため、85％を超
える非常に高い回収率となった。


